
 

公立大学法人山梨県立大学授業料等減免事業費補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、公立大学法人山梨県立大学（以下「法人」という。）の自主・自立的

な大学運営に資するため、法人が大学等における修学の支援に関する法律（以下「修

学支援法」という。）に基づき実施する授業料等減免事業に要する経費に対し、予算

の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、山梨県補助金等交付規

則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、

この要綱の定めるところによる。 

 

（補助対象経費） 

第２条 この補助金の交付の対象となる経費は、法人が真に支援が必要な低所得者世帯

の者に対し、修学支援法に基づき授業料等の減免措置を行った場合の当該者に対する

授業料等減免相当額とする。 

 

（補助額及び補助率） 

第３条 前条の補助対象経費に対する補助額及び補助率は、別表に掲げるとおりとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第４条 法人は、補助金の交付を申請しようとする場合は、交付申請書（様式第１号）

に次に掲げる書類を添えて、別に定める日までに、知事に提出しなければならない。 

 （１） 事業計画書（様式第２号） 

 （２） 交付申請内訳（様式第３号） 

 （３） 交付申請内訳（授業料・入学金別）（様式第４－１・２号） 

 （４） 申請・報告学科一覧（様式第５号） 

 （５） 学生募集要項 

 （６） 前各号のほか知事が必要と認める書類 

 

（補助金の交付の条件） 

第５条 規則第６条による補助金交付の条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 （１） 補助事業の変更（補助金の額の変更を伴う場合に限る）、中止又は廃止しよ

うとする場合においては、事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第６号）

をあらかじめ知事に提出して承認を受けること。 

（２） 法人は、この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ当

該収入及び支出についての証拠書類を事業終了の翌年度から起算して５年間

保管すること。 

 



 

（交付決定の通知） 

第６条 知事は、第４条の規定による補助金交付申請書の提出があった場合には、書類

を審査の上、交付すべきものと認めたときはすみやかに交付の決定を行い、補助金交

付決定通知書（様式第１0号）を補助事業者に送付するものとする。 

２ 知事は、前項の決定をする場合において、必要に応じて条件を付すことができるも

のとする。 

 

（補助金の交付） 

第７条 補助金は事業完了後、実績報告書に基づき、補助金の額を確定し交付する。た

だし、知事が必要と認めたときは、概算払請求書（様式第１１号）により概算払の請

求をすることができる。 

 

（状況報告） 

第８条 知事は、法人に対し、必要に応じて事業の実施状況についての報告を求めるこ

とができる。 

 

（実績報告書の様式、提出期限） 

第９条 法人は、当該事業が完了した日若しくは廃止の承認を受けた日から起算して１

箇月を経過した日又は交付決定した年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い期日

までに、実績報告書（様式第１２号）に次の各号に掲げる書類を添えて知事に提出し

なければならない。 

 （１） 実績報告書（様式第１２－１号） 

 （２） 実績報告内訳（様式第１３号） 

 （３） 実績報告内訳（授業料・入学金別）（様式第１４－１・２号） 

 （４） 申請・報告学科一覧（様式第５号） 

 （５） 前各号のほか知事が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第１０条 知事は、実績報告書の提出を受けた場合には、報告書等の審査及び必要に応

じて行う現地調査により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内

容及びこれに付した条件に適合するかどうかを調査し、適合すると認めた場合は、交

付すべき補助金の額を確定し、補助金額の確定通知書（様式第１５号）により補助事

業者に通知するものとする。 

２ 知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額

を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずる。 

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とする。 

４ 第２項の場合において、返還期限内に納付がない場合には、未納に係る金額に対し

て、その未納に係る期間に応じて年利 10.95％の割合で計算した延滞金を徴するもの



 

とする。 

 

（証拠書類等の整備及び保管） 

第１１条 補助事業に係る帳簿及び証拠書類は、当該補助事業終了の年度の翌年度から

起算して５年間、整備保管しておかなければならない。 

 

 附   則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 附   則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

別表 補助額及び補助率 

区分 
減免の上限額 

（年額） 
減免区分 

補助上限額 

（年額） 
補助率 

授業料 535,800円 

3/3減免 535,800円 

10/10 

2/3減免 357,200円 

1/3減免 178,600円 

1/4 減免 134,000円 

入学料 282,000円 

3/3減免 282,000円 

2/3減免 188,000円 

1/3減免 94,000円 

1/4 減免 70,500円 

 

 


